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内国民待遇

ブラジルの自動車等に対する内外差別
的な税制恩典措置

＜措置の概要＞

ブラジル政府は、 年 月に国内産業を保護

するとの観点から、国産自動車及び輸入車に対し

て、工業製品税（ ）を現在の税率に加えて ％

追加することを発表した。（同年 月から有効）。

ただし、ブラジル、メルコスール又はメキシコ

産の一定の要件を充たす自動車は、追加の工業製

品税が免除された。同、免除を受けるためには、そ

の製造者が、以下の つの要件を満たして「認可企

業」となることが必要である。

①メルコスール域内の現地調達比率が ％以上で

あること

②ブラジル国内で組み立て、プレスなど ある自

動車生産工程のうち 工程以上を実施しているこ

と

③総売上（企業全体の税引後粗収入）の ％以上

を研究開発（ ＆ ）に投資していること

本制度は 年 月までの暫定措置とされてい

たところ、 年 月、ブラジル政府は、これに

代わる新たな自動車政策（イノバール・アウト）を

発表した。新しい制度は、 年より 年まで

の 年間、自動車に対する の 引上げを継続

するとともに、自動車メーカーに対し、一定の条

件の下で を最大 減税可能とするものである。

イノバール・アウトに参加するためには、①

年までに所定の燃費基準の達成（ 年新車燃費を

年比 低減）・車両ラベルプログラムへの参

加、②一定額の国内研究開発・イノベーション・

エンジニアリング等への投資、③組み立て、プレ

スなど国内での一定の自動車生産工程の実施（上記

②の「 の自動車生産工程のうち 工程以上」から

「 年までに 工程中 工程、 年までには

工程」に変更）等の条件を満たすことにより、「認

可企業」となる必要がある。そして、認可企業には、

国産部品・工具の購入その他の国内での支出額に

対応して、 減税に利用できる クレジットが

付与されることとなった（ただし、参加条件や優遇

措置の詳細は企業の活動状況（①ブラジル国内の製

造企業、②輸入販売企業、③投資計画を有する企

業）により異なる）。また、認可企業によるメルコ

スール及びメキシコからの自動車輸入には、自動

的に の 減税が認められる。

更に、ブラジルは、自動車のみならず情報通信

その他の分野においても、基礎製造工程（ ）と呼

ばれる生産工程（一定の部品の製造及び最終製品の

組立て）を国内で実施することなどを要件として、

産品にかかる間接税を大幅に減免する措置を導入

しており、輸入品と国産品の間に実効税率の相違

が生じている。

＜国際ルール上の問題点＞

本措置は、ブラジル及び一部の国の産品のみに

間接税の大幅減免を認めるものであり、また、ブ

ラジルにおける自動車等の生産において、税の免

除という利益を受けるために輸入部品よりも国産

部品を優先的に使用するインセンティブを創り出

し、輸入部品を不利に扱っている。更に、イノバ

ール・アウトの下ではメルコスール及びメキシコ

産の自動車のみに自動減税が認められることから、

メルコスール又はメキシコ産以外の輸入自動車を、

国産車との関係のみならずメルコスール又はメキ

シコ産の輸入自動車との関係で不利に扱っている。
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以下の措置は、今回の報告書の国・地域として

は対象外であるが、昨今、導入され、貿易歪曲効

果を有する措置であることから、取り上げること

としたものである。 

（１）アルゼンチンの非自動輸入ライ
センス制度 

＜措置の概要＞ 

アルゼンチン政府は、2008 年 11 月に金属製品

（エレベータなど）等約 400品目について輸入事業

者・輸出事業者・輸入物品の価格、数量などの情

報を添えた申請を義務付ける非自動輸入ライセン

ス制度を導入したが、2011 年 2 月には、この対象

品目が約 600品目に拡大された。 

さらに、アルゼンチン政府は、輸出入均衡要求

（例えば、1 ドルの輸入を行う条件として、同額の

輸出または国内投資を求める措置）や輸入を抑制す

ることなどを目的とした国産化要求なども行って

いる。 

また、2012 年 2 月には、事前輸入宣誓供述制度

（DJAI）を制定した。このため、輸入をしようとす

る事業者は、輸入手続きに着手する前に、指定さ

れた事項を連邦歳入庁（AFIP）に登録し、事前承認

を得ることが必要となった。 

なお、2013 年 1 月、非自動輸入ライセンス制度

は廃止されたが、その他の措置（事前輸入宣誓供述

制度、輸出入均衡要求など）は依然として継続して

いた。 

＜国際ルール上の問題点＞ 

輸出入均衡要求については、ライセンス発給の

要件としてアルゼンチン産品の輸出等の要求に応

じる必要があることから、輸入規制を原則禁止す

る GATT第 11条に違反する。また、輸出入均衡要求

は具体的法令に基づかない口頭指導による輸入制

限であるため、貿易規則の公表等を定める GATT 第

10条にも違反する。 

事前宣誓供述制度についても、ライセンスの発

給においてアルゼンチン当局による恣意的な裁量

が介在する制度であることから、GATT 第 11 条に違

反する。また、GATT 第 10 条及び輸入ライセンス協

定第 1条、第 3条、第 5条等の透明性原則にも違反

する。 

＜最近の動き＞ 

2009 年以降、経済産業審議官、在アルゼンチン

大使館、日本の産業界からアルゼンチン政府に対

して、措置改善の申入れを継続してきた。WTO にお

いても、2009年以降、WTO輸入ライセンス委員会、

TRIMs委員会及び物品理事会において、米国・EU等

と協調して懸念を表明しており、特に、2012 年 3

月には、日本・米国・EU を含む 14 ヵ国・地域が

WTO 物品理事会において共同で懸念表明を行った。

しかしながら、依然として改善が認められなかっ

たため、同年 5 月には EU がアルゼンチンに対し、

WTO 協定に基づく二国間協議要請を実施した。我が

国は、産業界（日本貿易会、日本機械輸出組合、電

子情報技術産業協会、日本商工会議所等）による改

善要望も踏まえ、同年 8月、米国・メキシコととも

に二国間協議を要請し、同 9月にジュネーブにおい

て協議を実施した。しかしながら、満足のいく解

決を得られなかったことから、同年 12 月、日本は

米国・EU とともにパネル設置要請を行った。パネ

ルは 2013 年 1 月に設置され、2014 年 8 月、アルゼ

ンチンの輸入制限措置は GATT第 11条第 1項（数量

制限の一般的廃止）に整合しないとの日本、米国、

EU の主張を全面的に認めるパネル報告書が公表さ

第 部 各国・地域別政策・措置

したがって、 第 条（最恵国待遇義務）、第

条（内国民待遇義務）及び貿易に関連する投資措置

に関する協定（ ）第 条、補助金協定第

（ ）に抵触する可能性がある。

＜最近の動き＞

上記政策に対し、我が国は、繰り返し懸念を表

明してきた 。しかし、本政策に改善の動きが見られ

ず、自動車に加えて、通信ネットワーク機器、化

学（肥料）など幅広い分野に対してローカルコンテ

ント要求に関連づけた優遇税制措置を拡大する動

きが見られた。 は、 年 月、ブラジルに対

して 協議要請を行い、 年 月、パネル設

置を要請した（自動車政策や、情報通信技術分野へ

の優遇税制措置のみならず輸出企業への優遇税制

措置についてもパネル審理の対象）。同年 月に

パネルが設置され、我が国は第三国参加した。さら

に、我が国も、 年 月、ブラジルに対して

協議要請を行い、同年 月、パネル設置を要請し、

同月、パネルが設置された 先行する のパネル審

理と我が国のパネル審理の手続は統合された。 。

年 月 日、パネルは我が国及び の主

張を受入れ、自動車分野及び情報通信分野への優遇

税制措置について、 第 条（最恵国待遇義務）、

第 条（内国民待遇義務）及び貿易に関連する投資

措置に関する協定（ ）第 条、補助金協定第

（ ）に不整合と判断した。また、輸出企業に対

する税制恩典措置についても、我が国及び の主

張を受入れ、補助金協定第 （ ）に不整合と判断

した。

ブラジルはパネルの判断を不服として上訴し、

年 月、上級委員会報告書が公表された。上

級委員会は、パネル報告書を概ね支持し、自動車及

び情報通信分野への優遇税制措置について、 協

定に従って措置の是正・撤廃を、また、禁止補助金

（補助金協定第 条 、 条）については遅滞

なく廃止するよう勧告した。他方、情報通信分野の

税制恩典措置の一部、及び自動車政策における国内

製造工程要件について国産品優先補助金に該当す

るとのパネル判断、また、輸出企業に対する税制恩

典措置については補助金に該当するとのパネル判

断を覆した。上級委報告書に基づき、ブラジルに対

 協議要請前の二国間、多国間での協議の経緯については 年版 頁参照。 

しては、禁止補助金の遅滞なき廃止、および 協

定違反の措置の是正が勧告された。 年 月、ブ

ラジルは履行の意思を表明した。我が国は引き続き

ブラジルによる是正を注視していくとともに、履行

状況に関する情報収集を行っていく。

知的財産

特許・ノウハウ等のライセンス等への
規制

問題点の改善に向けた特段の動きはなく、問題

点を含め 年版不公正貿易報告書 頁参

照。
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